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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第81期

第１四半期
連結累計期間

第82期
第１四半期
連結累計期間

第81期

会計期間

自　平成25年
　　１月１日
至　平成25年
　　３月31日

自　平成26年
　　１月１日
至　平成26年
　　３月31日

自　平成25年
　　１月１日
至　平成25年
　　12月31日

売上高 (千円) 618,033 841,655 2,911,082

経常利益 (千円) 30,570 107,979 168,546

四半期(当期)純利益 (千円) 28,560 95,368 160,300

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 33,540 84,903 189,086

純資産額 (千円) 958,315 1,188,768 1,113,820

総資産額 (千円) 3,574,613 3,873,962 3,678,362

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 8.63 28.81 48.42

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.8 30.7 30.3
 

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前連結会計年度の有価

証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、アベノミクスによってデフレ脱却の道を進んでいます。消費

税増税による消費動向、株価の膠着状態、ＴＰＰの動向、法人税減税等成長戦略の諸課題、ウクライナ情勢、中国

経済の動向、アメリカ経済の回復動向等の外部要因など不確定要因があるものの、日本経済の回復への道は着実に

前進していくものと考えられます。

当第１四半期連結累計期間の当社グループの経営状況は厳しいトンネルの先に明るさがようやく見え始めまし

た。液晶露光装置用低膨張鋳鋼も安定的に推移し、半導体露光装置用低膨張鋳鋼も一部回復が見られました。シー

ムレスパイプ用工具も自動車関連が回復し通常ベースとなり、新規拡販もようやく成果が見え始めました。

従いまして、当第１四半期連結累計期間の売上高は対前年同期比36.2％増の842百万円となりました。営業利益は

操業度の向上が寄与し前年同期比82百万円増の107百万円となりました。経常利益は108百万円（前年同期比77百万

円の増益）、四半期純利益は95百万円（前年同期比67百万の増益）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりです。

鋳造事業

鋳造事業は、液晶露光装置用低膨張鋳鋼は安定的に推移し、半導体露光装置用低膨張鋳鋼も一部回復が見られ

ました。シームレスパイプ用工具も自動車関連が回復し通常ベースとなり、新規拡販もようやく成果が見え始め

ました。その結果、売上高は484百万円（前年同期比120百万円の増収）、営業利益は45百万円（前年同期比42百

万円の増益）となりました。

素形材事業

素形材事業は、露光装置関連低膨張合金は安定的に推移し、半導体関連も一部回復が見られました。その結

果、売上高は333百万円（前年同期比103百万円の増収）、営業利益は51百万円（前年同期比47百万円の増益）と

なりました。

不動産賃貸事業

不動産賃貸事業は、売上高は24百万円（前年同期比０百万円の減収）、営業利益は11百万円（前年同期比６百

万円の減益）となりました。
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(2) 財政状態の分析

総資産は、前連結会計年度末より196百万円増加し3,874百万円となりました。これは主に仕掛品の増加額117百万

円及び未収入金の増加額112百万円等によるものです。

負債は、前連結会計年度末より121百万円増加し2,685百万円となりました。これは主に短期借入金の減少額196百

万円、支払手形及び買掛金の増加額175百万円並びに長期借入金の増加額151百万円等によるものです。

純資産は、前連結会計年度末より75百万円増加し1,189百万円となりました。これは主に利益剰余金の増加額85百

万円等によるものです。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は25百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,000,000

計 6,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年５月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,510,000 3,510,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数　100株

計 3,510,000 3,510,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年１月１日～
平成26年３月31日

― 3,510,000 ― 175,500 ― 133,432

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成25年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

199,100
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,304,100
33,041 ―

単元未満株式　(注)
普通株式

6,800
― ―

発行済株式総数 3,510,000 ― ―

総株主の議決権 ― 33,041 ―
 

(注)　「単元未満株式」には、当社所有自己株式84株が含まれています。

 

② 【自己株式等】

平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
新報国製鉄㈱

埼玉県川越市新宿町
５－13－１

199,100 ― 199,100 5.67

計 ― 199,100 ― 199,100 5.67
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年１月１日から平成

26年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年３月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 677,005 663,247

  受取手形及び売掛金 ※2  584,973 562,714

  電子記録債権 43,454 38,108

  製品 192,712 190,994

  仕掛品 377,575 494,425

  原材料 94,720 122,742

  未収入金 329,375 441,694

  その他 9,647 23,540

  貸倒引当金 △101 △111

  流動資産合計 2,309,362 2,537,353

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 413,405 402,613

   土地 532,545 532,545

   その他（純額） 258,961 252,767

   有形固定資産合計 1,204,911 1,187,925

  無形固定資産   

   その他 30,863 31,643

   無形固定資産合計 30,863 31,643

  投資その他の資産   

   その他 133,226 117,224

   貸倒引当金 ― △183

   投資その他の資産合計 133,226 117,041

  固定資産合計 1,368,999 1,336,609

 資産合計 3,678,362 3,873,962

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※2  521,890 696,659

  短期借入金 1,239,541 1,043,929

  未払法人税等 8,552 7,409

  賞与引当金 23,700 24,600

  設備関係支払手形 ※2  15,789 5,884

  その他 78,134 73,914

  流動負債合計 1,887,606 1,852,394

 固定負債   

  社債 200,000 200,000

  長期借入金 98,693 249,370

  退職給付引当金 146,934 149,797

  その他 231,308 233,633

  固定負債合計 676,936 832,799

 負債合計 2,564,542 2,685,193

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 175,500 175,500

  資本剰余金 133,432 133,432

  利益剰余金 823,049 908,484

  自己株式 △68,488 △68,510

  株主資本合計 1,063,493 1,148,906
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 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 50,327 39,862

  その他の包括利益累計額合計 50,327 39,862

 純資産合計 1,113,820 1,188,768

負債純資産合計 3,678,362 3,873,962
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 618,033 841,655

売上原価 475,655 606,426

売上総利益 142,377 235,229

販売費及び一般管理費 118,122 128,712

営業利益 24,256 106,517

営業外収益   

 受取利息及び配当金 92 92

 助成金収入 4,549 650

 原材料売却益 2,606 2,589

 雑収入 6,806 5,102

 営業外収益合計 14,053 8,433

営業外費用   

 支払利息 6,781 5,759

 雑支出 957 1,212

 営業外費用合計 7,738 6,971

経常利益 30,570 107,979

特別損失   

 固定資産除却損 - 10,595

 特別損失合計 - 10,595

税金等調整前四半期純利益 30,570 97,384

法人税、住民税及び事業税 2,065 6,845

法人税等調整額 △55 △4,828

法人税等合計 2,010 2,016

少数株主損益調整前四半期純利益 28,560 95,368

四半期純利益 28,560 95,368
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 28,560 95,368

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 4,979 △10,465

 その他の包括利益合計 4,979 △10,465

四半期包括利益 33,540 84,903

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 33,540 84,903

 少数株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

 

１　受取手形割引高

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

 72,635千円 60,825千円
 

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の前連結会計年度末日満期手形を満期日に決

済が行われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

受取手形 386千円 ― 千円

支払手形 83,892千円 ― 千円

設備関係支払手形 32,865千円 ― 千円
 

 

EDINET提出書類

新報国製鉄株式会社(E01257)

四半期報告書

12/18



 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとお

りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

減価償却費 29,877千円 28,976千円

のれんの償却額 2,198千円 ― 千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年３月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月27日
定時株主総会

普通株式 9,933 3.00 平成24年12月31日 平成25年３月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月27日
定時株主総会

普通株式 9,932 3.00 平成25年12月31日 平成26年３月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年３月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額 合計

鋳造事業 素形材事業
不動産賃貸

事業
計

売上高       

  外部顧客への売上高 364,023 230,058 23,952 618,033 ― 618,033

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 364,023 230,058 23,952 618,033 ― 618,033

セグメント利益 3,007 4,779 16,470 24,256 ― 24,256
 

(注) セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額 合計

鋳造事業 素形材事業
不動産賃貸

事業
計

売上高       

  外部顧客への売上高 484,403 333,451 23,802 841,655 ― 841,655

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 484,403 333,451 23,802 841,655 ― 841,655

セグメント利益 44,586 51,415 10,516 106,517 ― 106,517
 

(注) セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
 至　平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
 至　平成26年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 8.63円
 

 

１株当たり四半期純利益金額 28.81円
 

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
 至　平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
 至　平成26年３月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益金額(千
円)

28,560 95,368

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 28,560 95,368

普通株式の期中平均株式数(株) 3,310,967 3,310,804
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年５月12日

新報国製鉄株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　野　　口　　和　　弘　　㊞
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　久　　保　　　　　隆　　㊞
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新報国製鉄株式

会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年１月１日から平

成26年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年３月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新報国製鉄株式会社及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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